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エネルギ−基本計画とは

• 経済産業省のエネルギー政策の最上位の計画。

• 2002年制定の「エネルギー政策基本法」にもとづき、3年ごとに経済産業
大臣が総合資源エネルギー調査会に意見を聞き策定し、閣議決定をする。

• エネルギー政策だけでなく環境政策など多くの政策に影響を及ぼす。政府
の温室効果ガス排出削減目標や政策を定める「地球温暖化対策計画」はエ
ネルギーからのCO2排出量については、経済産業省のエネルギー基本計画、
あるいはその前からつくられている長期エネルギー需給見通しが示したも
のを使って策定されてきている。
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最近の世界の動き
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今後予想される気温上昇
対策をしないと大きく上昇、対策で上昇幅を下げられる

• WMO(世界気象機関)の
発表で2020年1〜10月
に平均気温は産業革命
前より1.2 ℃上昇した。

• IPCC1.5℃特別報告書
(2018年)で、2030年か
ら2052年の間に平均気
温の上昇は1.5 ℃に至
る可能性が高い。

• この10年の対策が非常
に重要。
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IPCC気候変動に関する政府間パネル「1.5℃特別報告書」より作成
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気温上昇1.5℃未満抑制のための世界のCO2排出削減

IPCC1.5℃特別報告書をもとに作成

気温上昇1.5度:あと10-18年分

世界のCO2排出削減経路例: 2030年▲45%(2010年比)、
2050年排出ゼロ
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IPCC第6次報告書WG1報告をもとに作成
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2050年CO2排出実質ゼロ宣言の広がり
2050年CO2排出実質ゼロ目標の国

2050年排出実質ゼロ

2060年排出実質ゼロ

• 2015年合意の「パリ協定」で気温上昇2℃目

標、1.5℃が努力目標に入る。
• 国の2050年CO2排出実質ゼロ宣言(「2050年」

は1.5℃目標を意識)世界で120カ国以上。中
国は2060年排出実質ゼロ。

• 自治体：排出実質ゼロ目標多数

• 企業：排出実質ゼロ目標、再エネ100%目標多
数

• 気候非常事態宣言

• 世界34カ国約2000自治体が決議

• 日本で衆参両院が11月に決議、日本の95自治
体が宣言
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東京電力福島

第一原発事故

世界同時不況

2030年目標

温室効果ガス▲46%
(2013年度比)

2050年
温室効果ガス排出
実質ゼロ

日本の排出削減目標強化

国全体で46%削減なら

地域も同程度の削減

国全体で排出ゼロなら

地域も排出ゼロ
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先進国の排出削減目標強化あいつぐ

2030 2035 2040 2045 2050

デンマーク 70% 実質ゼロ EUで共同達成

英国 68% 78% 実質ゼロ

ドイツ 65% 実質ゼロ EUで共同達成

オーストリア (55%) 実質ゼロ EUで共同達成

フィンランド (55%) 実質ゼロ EUで共同達成

EU 55% 実質ゼロ 共同達成

ノルウェー、

アイスランド

55% 実質ゼロ

スイス 50% 実質ゼロ

米国 50-52%(05年比)

43-45%(90年比)

実質ゼロ

日本 46%(13年比)

40%(90年比)

実質ゼロ 日本の2050年目標は温室効果ガス

カナダ 40-45%(05年比)

26-32%(90年比)

実質ゼロ
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IEA国際エネルギー機関の「排出ゼロへの道筋」

22 
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䝖䞊䞁䜢ヲ⣽䛻示䛧䛶䛔䜎䛩䚹 

䝛䝑䝖䝊䝻䞉䝟䝇䜴䜵䜲䛻䛚䛡䜛主䛺䝬䜲䝹䝇䝖䞊䞁 

• 先進国でつくるIEA「国際エネルギー
機関」は、2021年に「ネットゼロパス
ウェイ、排出実質ゼロへの道筋」を発
表。図はそのための年次ごとの対策例。
当然裏付け計算がある。

• IEAは第一次石油危機で先進国の対応
のために設立、姉妹機関にNEA(原子力
機関)がある。温暖化対策、再エネ対
策には保守的とみられてきた。この報
告も2050年再エネ100%は想定せず、化
石燃料も原子力も一部使う。

• IEAは、排出ゼロは技術的経済的に可
能とし、例示で2021年に石炭火力新設
禁止、化石燃料鉱山開発禁止、2030年
に先進国の石炭火力全廃などのマイル
ストーンを示し、政府や企業などに影
響を与えつつある。

IEA net zero pass way 関西学院大学朴先生翻訳
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世界と先進国のCO2排出量

英国石油統計2021より作成

世界のCO2排出量

• 温暖化対策で2013年以降はCO2排出増加がゆるやかになったが、まだ減少していない。

• 先進国には対策進展の国多数。省エネと、再エネ拡大、化石燃料特に石炭の縮小
• 2020年は新型コロナの経済後退で前年比6%減。コロナ後にエネルギー浪費社会に戻らない

よう「グリーンリカバリー」(緑の復興)を検討中。

英国石油統計2021より作成

先進国は気候変動枠組条約附属書I国
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世界の発電量
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日本の発電量
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ドイツの発電量
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世界の再生可能エネルギー電力割合(1990〜2020)
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発電量に占める割合
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• 再生可能エネルギーは温暖化対策の柱のひとつ。

• 運転時のCO2がゼロで燃料費もゼロ(除くバイオマス)。発電コストも火力と同じか安くな
り、先進国は割合を大きく増やした。

英国石油統計2021より作成
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石炭火力発電の割合(1990-2020)

英国石油統計 2021より作成
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• 石炭火力発電所は発電量あたりCO2排出量が最大

• 多くの先進国で発電量を減らし、割合も下げてきた。

• 西欧の大半とカナダ等で石炭火力全廃目標。ドイツ以外は2030年全廃。ドイツ目標の2038年に
西欧から石炭火力発電が消滅する見込み。米国は2035年発電ゼロエミッション目標。
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自動車の脱炭素化政策

対象国 内容

現在 中国、米国カリフォル

ニア州

ゼロエミッション車販売割合規制

2025 ノルウェー ガソリン・ディーゼル乗用車の販売禁止

2030 英国、オランダ、アイ

ルランド、デンマーク、
スウェーデン、シンガ
ポール等

ガソリン・ディーゼル乗用車の販売禁止

(英国はハイブリッド車許容、スコットラ
ンドを含む他国は禁止)

2035 中国、(日本)、英国、
米国カリフォルニア州

ガソリン・ディーゼル乗用車の販売禁止
(中国、日本はハイブリッド車許容、英国、
米加州は禁止)

2040 フランス、スペイン、
ポルトガル、カナダ

ガソリン・ディーゼル乗用車の販売禁止
(ハイブリッド車も禁止)

2045 スウェーデン 保有車全体のCO2排出ゼロ

2050 ドイツ ガソリン・ディーゼル乗用車の販売禁止

EU、カナダ等 保有車全体のCO2排出ゼロ

• 電気自動車技術の発展で、電気自動車化、ガソリン乗用車・ディーゼル乗用車等の販売禁

止政策が急速に拡大。ゼロエミッション車割合義務化も。
• 電気自動車普及も急拡大。2020年の乗用車新車に占める電気自動車・プラグインハイブ

リッド車割合は、ノルウェーで75%、ドイツ・フランス・英国で10%を超えた。
• 日本でも乗用車で2035年の新車販売規制検討。但しハイブリッド車を含む。

IEA Global EV Outlookをもとに作成、一部修正
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日本の現状と対策可能性
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日本のCO2排出割合
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左：発電時の排出を発電所の排出とした場合、 右：電気の消費側の排出とした場合

発電時の排出を発電所のものとカウント

すれば、発電所と工場で3分の2を排出

発電所＋工場65%

環境省「温室効果ガス排出インベントリ」より作成
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日本のエネルギーと電力消費量、CO2排出量
2010年以降省エネ進展

600
700
800
900
1,000
1,100
1,200
1,300
1,400
1,500

6,000
8,000
10,000
12,000
14,000
16,000
18,000
20,000
22,000
24,000

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

量

[
百
万

t
-
C
O
2
]

一
次

エ
ネ

ル
ギ

ー
[
P
J
(ペ
タ
ジ
ュ
ー
ル
)]

電
力
消

費
量

[
億
k
W
h
]

一次エネルギー供給

電力消費量
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経済産業省「総合エネルギー統計」
環境省「温室効果ガス排出インベントリ」より作成

原発事故(2011年)以降に省エネ進展。2019年度にエネルギーも電力も2010年度比約10%削減。

原発事故

世界同時不況
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再生可能エネルギー電力割合

経済産業省総合エネルギー統計より作成
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家庭用太陽光固定
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固定価格買取制度導入以降、再エネ電力割合が増加。

2019年段階で、欧州平均の約半分。
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脱炭素にむけた省エネ・再エネ・CO2排出削減対策の模式図
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脱炭素・エネルギー起源CO2排出ゼロへの対策手段

• 今ある対策技術普及でできる部分と、新技術も考える部分に整理。

• 今ある技術で全国で90%以上の排出削減可能。残りは新技術で削減。

電力

低温熱利用
(100℃以下)

中温熱利用
(100〜200℃)

高温熱利用

自動車燃料

船舶航空燃料

再エネ電力

排熱、再エネ熱、電化して再エネ電力

排熱、または電化して再エネ電力

再エネ転換には課題(要素技術は有り)

再エネ転換には課題(要素技術は有り)

電化して再エネ電力

商業化された
優良技術普及

商業化された優良技術普及
+技術開発

⽔素について、再エネ電⼒でつくる⽔素は⾼温熱利⽤と船舶航空燃料の再エネ化脱炭素化の候補
優先順位として太陽光・⾵⼒の拡⼤が最優先。 22



地域の脱炭素、特に省エネの重点
設備更新・断熱建築導入と省エネ再エネのイメージ

23

更新・買換時に省エネ機器選択

新築・建て替え時に断熱建築

2020 2050

更新・買換時に燃費のよい車

設備機器に関する

エネルギー消費

建築に関する

エネルギー消費
(暖房、給湯など)

輸送に関する

エネルギー消費

更新・買換時に電気自動車

再エネ電力利用

購入電力で再エネ割合の高い
小売を選ぶか自ら発電設備設置

2030

電力・熱で再エネを選ぶ

(購入あるいは設備設置)

2040



日本の再生可能エネルギー電力可能性
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電力量[億kWh]

環境省：再生可能エネルギーゾーニング基礎調査(2019)
などより作成

電力消費量の7倍
以上の導入可能
性
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優先給電、電力供給の考え方の変化
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ガス火発など

ピーク電源
石油火発、
揚水発電など
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太陽光風力 水力など

火力など 需要

風力・太陽光

火力、
揚水発電

一般水力
など

以前の考え方 再生可能エネルギー重視の考え方

（および燃料費削減）
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2030年排出半減以下、2050年排出ゼロをどのよう
に達成できるか〜エネルギー起源CO2で分析
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2030年度対策試算例
活動量想定最終エネ

ルギー消
費

電力消費再エネ

割合一
次エネ
ルギー

再エネ

割合電
力

CO2排出量 太陽光 風力 水力

地熱
バイオ
マス

原発 石炭

火力

石油火

力

LNG火力 電力需給 化石燃料輸

入減

気候ネッ
トワーク

▲40%
(2013比)

▲20%
(2013比)

50%以上▲65%
(2013比)1)

ゼロ ゼロ ゼロ 5割未満 問題なし2)

自然エネ
ルギー財
団

人口比で低
減を基本に

▲25%
(2018比)

▲30%
(2013比)

▲10%
(2018比)

▲14％
(2015比)

45% ▲47%
(2013比)

▲43%
(2010比)

145GW

173TWh

29GW

82TWh

34GW

143TWh

ゼロ ゼロ 1% 54%
発電量は今よ

り減少

問題なし 発電用▲1

兆円/年

WWFジャパ
ン

人口比低減
を基本。素
材輸出も減

▲22%
(2015比)

▲15%
(2015比)

13% 約50% ▲51%
(2013比)

161GW
180TWh

42GW
111TWh 137TWh

2% ゼロ 8% 約40%
発電量は現状

程度

問題なし

未来のた
めのエネ
ルギー転

換研究グ
ループ

大量生産想
定(需給見通
し通り)

▲40%
(2010比)

▲38%
(2013比)

▲30%
(2010比)

▲28%
(2013比)

22% 44% ▲55%
(1990比)

▲61%
(2013比)

100GW

126TWh

36GW

92TWh

35GW

153TWh

ゼロ ゼロ ゼロ 約50%
発電量は今よ

り減少

問題なし 累積▲51.7

兆円

政府(エネ
ルギー基本
計画)

大量生産想
定

▲20%
(2013比)

▲10%
(2013比)

20% 36〜38%▲45%
(エネルギー起

源CO2,2013比)

▲46%
(GHG2013比)

100GW
124TWh2)

19.6GW
41TWh2)147TWh2)

20〜
22%

19% 2% 20% 不明

再生可能エネルギーの欄は上段が設備容量[GW=百万kW]、下段が発電量[TWh=十億kWh]の想定
1)試算ではエネルギー起源CO2は70%削減。エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス排出量は30〜37%削減、温室効果ガス排出量は63〜65%削減。
2)他に内訳不明の再エネ追加分20〜40TWh(200〜400億kWh)
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2050年度対策試算例
活動量想
定

最終エネ
ルギー消
費

電力消費 再エネ割
合一次エ
ネルギー

再エ
ネ割
合電
力

CO2排出量 再エネ電力 原発火力
発電

熱・運
輸燃料
の化石

燃料

CCUS
DAC

総エネ
ルギー
コスト

化石燃
料輸入
減

太陽 風力 水力
地熱
バイオマ
ス

その
他

従来用
途・既存
技術

新用途・
新技術込

気候ネッ
トワーク

▲70%
(2013比)

▲27%1)

(2013比)

100% 100% ▲100% ゼ

ロ

ゼ

ロ

ゼロ 使用

せず
自然エネ
ルギー財
団

人口比分の
減少

▲54%
(2020比)

+49%〜

116%3)

(2020比)

100% 100% ▲100% 524GW

703TWh

151〜

343GW4)

527TWh〜

35GW 60GW
5)

ゼ

ロ

ゼ

ロ

ゼロ 使用 ▲30%
(2020比)

▲13

兆円

WWFジャ
パン

人口比低減
を基本。素
材輸出も減

▲58%
(2015比)

▲38%2)

(2015比)

現状程
度2)

100% 100% ▲100% 360GW
401TWh

150GW
403TWh 258TWh

なし ゼ
ロ

ゼ
ロ

ゼロ 使用
せず

未来のた
めのエネ
ルギー転

換研究グ
ループ

2030年まで
大量生産。
その後人口

比で低減

▲62%
(2010比)

▲60%
(2013比)

▲40%6)

(2010比)

▲38%6)

(2013比)

現状以
上6)

既存技術
83%
新技術利用

で100%

100% 既存技術
▲93%
(1990比)

新技術利用
▲100%

200GW
255TWh

200GW
552TWh

50GW
231TWh

なし ゼ
ロ

ゼ
ロ

新技
術で
ゼロ

使用
せず

▲65% ▲20
兆円

政府(エネ
ルギー基本
計画)

増加見込
み

エネルギー基本計
画議論で電力2050
年再エネ割合50〜

60%を例示。一次
エネはさらに低い

と見られる

首相はGHG実
質ゼロ表明

エネルギー基本計画議論

で電力再エネ割合2050年
50〜60%を例示

水素(製

造元不
明)を含

め40-
50%例示

残す

見込
み

使用

見込
み

高くなる
見込み

再生可能エネルギーの欄は上段が設備容量[GW=百万kW]、下段が発電量[TWh=十億kWh]の想定
1)発電量は現状程度。
2)従来用途・既存技術欄はこれまでの需要分。新用途・新技術込の発電量は1063TWh(1兆630億kWh)で2015年とあまり変わらない。

3)新規需要、水素製造などを含む。
4)グリーン水素を半分輸入の場合に151GW、全て国産の場合343GW

5)52GWのバイオガス・グリーン水素等を使うコジェネ、8GW国際送電。
6)従来用途・既存技術欄は既存技術分で産業等の電化、電気自動車分など同時同量でなくてよい分を含む。
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最終エネルギー消費の将来予測
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▲63%

(2010比)

今の優良技術普及で2050年の欄まで消費削減。

新技術を使い「2050年新技術」のエネルギー消費で脱炭素へ
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• 熱・運輸燃料から電気に転換して省エネになったり、再エネ転換しやすくなる用途があ

り、エネルギー全体より削減率が小さい。
• 新技術利用で産業（鉄鋼など）、運輸の船舶・航空の燃料を電化または再エネ電力によ

る水素化をすると、2050年電力消費量は増加。

電力消費の将来予測



結果：エネルギー起源CO2排出量推移
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▲96%(1990年比)

▲97%(2013年比)

• 今の優良技術の普及で95%以上削減可能。

• 残る分を新技術で排出ゼロに。

▲100%
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温暖化対策投資と光熱費減
(2016-2050年度)
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投資額を大きく上回る光熱費削減。対策

は全体として利益に。しかも投資の一部
（多く？）を国内・地域企業が獲得。

光熱費削減

約450兆円

250〜350兆円
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「脱炭素社会」、どんな社会をめざすか

• 2050年温室効果ガス排出ゼロの脱炭素社会、私たちはどんな社会を目指すか。

• エネルギー（化石燃料）からのCO2排出量ゼロだけ考えても、
• 省エネ・再エネで排出ゼロ。脱化石燃料、脱原子力。地域主体が再エネ事業を担い、断熱
建築や省エネ対策事業も地域企業が多くを担い、地域発展と両立し、高校生が地元で就職
（あるいは起業）する持続可能な地域社会。化石燃料設備や原子力設備はなくなり、産業
構造も転換。エネルギ−自立、化石燃料輸入費はゼロになる。

• 省エネ、再エネで脱炭素を目指すが、再エネ発電は主に大手企業や大電力が担い、売電収
入は地元では得られない。省エネ対策事業も主に大手企業が担う。脱炭素と地域発展は切
り離して別々に考える。

• 今の化石燃料設備、原子力設備をできるだけ2050年にも使う。化石燃料を2050年にも使い、
CO2を回収し、地下や日本の近海の海の下に埋め、不足なら海外に運び埋めさせてもらう。
化石燃料輸入費、回収費運搬費貯留費、輸出費などもかかる。主にこれまでかかわってき
た大手企業が担う。
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次期(第6次)エネルギー基本計画案について
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2030年の電源構成
電力消費 2030年に13年比約10%減

(前回は減らない想定だった。諸研究で2-3割減のもの
もあり)

発電割合
原子力 20-22%
水素・アンモニア1%(火力混焼)
石炭火力 19%
石油火力 2%
天然ガス火力20%
(火力あわせて42%)
再エネ 36-38%

原子力が論点
再エネの大きさが論点
火力について、特に石炭が論点。IEA報告で全廃、今
年の条約会議でも議長の英首相は2030年全廃を求める
としている。
水素アンモニアは新技術で、何から作るかも明記がな
くこれも論点。
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2019 2030年⽬標案 同現⾏計画

エネルギー基本計画電源構成
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電力CO2排出係数
kWhあたりのCO2排出量(電力消費量あたり)
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2013年0.57kg-CO2/kWh

2030年約0.27kg-CO2/kWh
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現行計画は2030年約0.37kg-CO2/kWh

業界目標も同じ



2030年のエネルギー構成
エネルギー消費
2030年に13年比約20%減

(前回は約10%減だった。諸研究で3-4割減のものもあ
り)

割合
原子力 10%
水素・アンモニア1%(火力混焼)
石炭 20%
石油 30%
天然ガス 20%
(化石燃料あわせて70%)
再エネ 20%

原子力が論点
化石燃料の大きさと石炭は論点
再エネの大きさが論点
水素アンモニアは論点
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エネルギー基本計画案の
2030年CO2削減率とエネルギー消費削減率

CO2削減率

2013→2030

エネルギー消

費削減率
2013→2030

省エネ率

（2030年省
エネ前との

比較）

備考

エネルギー起源CO2全体
45% 24%推定 20%推定

CO2削減率は、生産減と、省エネ

と、エネルギー量あたりCO2の改
善（石炭減、再エネ増等）

産業部門 37% 18%推定 7%推定

鉄鋼 20%推定 1%推定

化学工業 19%推定 4%推定

窯業土石(セメント等) 8%推定 3%推定

紙パルプ 20%推定 1%推定

その他製造業など 33%推定 28%推定

業務部門 50% 18%推定 29%推定

家庭部門 66% 44%推定 40%推定

運輸部門 38% 24%推定 25%推定

エネルギー転換自家消費 43% 発電所の自家消費など
38



2050年カーボンニュートラル実現にむけた課題と対応

• 温室効果ガスの8割を占めるエネルギー分野の取り組みが重要

• 電力部門：「脱炭素電源」(新しい言葉)を活用し脱炭素化、水素アンモニア発電
や火力+CCS,CCU（注：2050年脱炭素にあたっても化石燃料も使う）

• 非電力部門：電化を進める。電化が困難な部分は合成燃料。技術開発。

• DACCS(注：大気中からCO2を回収する技術)、BECCS(バイオマス発電のCCS)

• 再エネは最大限の導入

• 原子力は安全性の確保を大前提に必要な規模を持続的に活用

• あらゆる選択肢を追求

• 電源構成例示：再エネ50-60%、原子力と火力30-40%、水素アンモニア10%

解説：省エネ再エネだけでなく、化石燃料も原子力も使う。

2050年シミュレーション例では、2050年に化石燃料を使い3億トンの排出。これを回
収し、1億トンは日本近海地下に、2億トンは船で輸出をする。 39



2050年のエネルギー構成「参考値」
電力について
再エネ 5〜6割
火力発電化石燃料+CCSUと原子力 3〜4割
火力発電水素・アンモニア1割前後
熱利用（工場、オフィス、家庭）
数値記載なし。化石燃料も使う。
運輸燃料
数値記載なし。化石燃料も使う。
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2030年のエネルギー需給について

• 安全性前提（原子力を意識）

• エネルギーの安定供給を第一（注：様々な手段）

• 経済効率性向上による低コストのエネルギー供給（注：様々な手段）

• 同時に環境への適合を図る（注：優先順位について議論があるはず）
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2030年にむけた政策対応
需要サイドの取り組み（省エネ）

• 「徹底した省エネの更なる追求」

省エネ率は全体で約2割。なお、諸研究では3割以上の省エネが見込まれる。

• 産業部門（工場など）：
• ベンチマーク・目標見直し（自主的取り組み。素材系業種で省エネ率の設定が低い模様）
• 省エネ技術開発など

• 業務部門（オフィス等）家庭部門：
• 建築についてゼロエミッション住宅・ゼロエミッションビル目標(2030年以降は新築平均がこ
のレベル)に整合的な規制強化（注：現状は、ようやく2025年頃に戸建や小規模ビルを含む新
築で、これよりずっとひくい現状基準の規制を導入する方針がでたところ）

• 運輸部門：
• 電動車政策（脱石油で電化は重要。なお日本の2030年「電動車」移行はハイブリッド車を含
む）

• 他に、需要側の電力需給調整など（注：火力発電を沢山用意するというだけではなく）。
例示は蓄電池、マイクログリッド（小規模配電網）
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2030年にむけた政策対応
再生可能エネルギー（注：系統につなげないのが最大の問題）

• S+3Eを前提に(安全性、安定供給、経済効率性、環境)主力電源化、再エネ最優先
の原則、国民負担抑制、地域との共生を図りながら最大限の導入

（注：2030年再エネ電力割合は36-38%。研究では50%−60%試算も。全国知事会、経
済同友会や企業の団体が40-50%求めていた。）

• 再エネ促進区域の設定、事業規律強化：（注：乱開発防止には禁止区域も望まし
い。地元が参加して決める必要性）

• コスト低減：入札制度、FIP制度（固定価格買取制度から変動相場＋上乗せ）移行
など（注：ここは論点。価格を下げたものを送電線につなぐのか、大量導入を通
じて価格を下げるのか）

• 系統制約の克服（注：再エネ普及の最大の問題）：基幹系統増強。ノンファーム
接続拡大（大型発電が休止するなど空きがある期間だけ再エネ接続）、系統利用
ルール見直し（再エネが基幹系統も優先できるように。今は先着優先で大型が事
実上優先）

• アセス見直し（期間短縮か） 43



2030年にむけた政策対応
原子力

• 安全性を全てに優先させ国民の懸念解消に全力
• 規制委員会が世界で最も厳しい水準の規制基準適合を認めた場合に再稼働。国も
全面に立ち、立地自治体・関係者の理解を得るよう取り組む

• 再稼働：再稼働加速タスクフォース立ち上げ
• 使用済み燃料対策：貯蔵能力拡大、減容化等技術開発
• 核燃料サイクル：再処理工場、プルサーマル
• 最終処分：全国のできるだけ多くの地域での調査の実現
• 研究開発：高速炉、小型モジュール炉、高温ガス炉の水素製造、核融合
• 汚染水は海洋放出→福島第一原発事故後の対応のところに記載

(これまで通り進めるのが基本)
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2030年にむけた政策対応
火力発電

• 安定供給大前提、再エネの発電量低下に対応可能な供給力をもち設備容量
を確保しつつ、できる限り火力発電比率を引き下げ

• LNG(液化天然ガス)、石炭、石油のポートフォリオ維持（注：石炭全廃は
しないという政策方針）

• 非効率な火力のフェードアウト（廃止していく？）

• 技術開発：「脱炭素型火力への置き換え」としてアンモニア・水素混焼、
化石燃料を継続してCCS(回収貯留)、CCU(利用)

• 石炭火力輸出について：排出削減対策のない石炭火力の政府の新規国際的
直接支援を2021年末に終了
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2030年にむけた政策対応
電力システム改革

• 脱炭素化の中での安定供給の実現

• 容量市場

• 安定供給確保のための責任・役割

• 蓄電池実用化

• 非化石価値取引市場、需要家むけ
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2030年にむけた政策対応
水素アンモニア

• 水素を新たな資源として位置づけ

• 海外からの安価な水素活用

• 国内水素製造基盤確率

• 革新的技術開発：高温ガス炉なども

• 火力発電：水素混入、アンモニア混入（火力を残す方針）

• 運輸部門：燃料電池車拡大、水素ステーション整備

• 産業部門：水素利用技術開発

• 業務家庭：定置用燃料電池むけ技術開発（ガスも残す方針？）
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2030年にむけた政策対応
資源燃料

• 将来にわたって途切れなく必要な資源燃料を安定的に確保

• 石油・天然ガス資源国などへ、水素アンモニア供給、CCS確保など

• アジアの現実的なエネルギートランジションに関与（石炭利用？）

• JOGMEC(旧石油公団・金属鉱業事業団)機能強化、水素アンモニアCCSなど
に。

• 石油・天然ガス自主開発比率目標（注：海外の化石燃料鉱山開発保有の政
策目標）
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次期地球温暖化対策計画案

温暖化政策の最⾼位の計画
エネルギー関連の数値や、政策についてはエネルギ−基本計画や、その前からある経済産業省
の⻑期エネルギー需給⾒通しの⽅針を使っている。
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 1 
 2 
 3 

日本䛾䠪䠠䠟䠄国䛜決定䛩䜛㈉献䠅 4 
 5 
我䛜国䛾温室効果䜺䝇削減┠標 6 
 7 
2050 年䜹䞊䝪䞁䝙䝳䞊䝖䝷䝹䛸整合ⓗ䛷䚸㔝心ⓗ䛺┠標䛸䛧䛶䚸我䛜国䛿䚸2030 年度8 
䛻䛚䛔䛶䚸温室効果䜺䝇䜢 2013 年度䛛䜙 46䠂削減䛩䜛䛣䛸䜢┠指䛩䚹䛥䜙䛻䚸50䠂9 
䛾㧗䜏䛻向䛡䚸挑戦䜢⥆䛡䛶䛔䛟䚹 10 

 11 
⾲ 温室効果䜺䝇別䛭䛾他䛾区分䛤䛸䛾┠標䞉┠安䈜䠍 12 

  䠄単位䠖ⓒ万 t-CO2䠅 13 
 2030年度䛾 

┠標䞉┠安䈜䠍 
2013年度 

温室効果䜺䝇排出㔞䞉吸収㔞 ⣙ 760 1,408 

 䜶䝛䝹䜼䞊㉳源二㓟化炭⣲ ⣙ 680 1,235 

  ⏘業㒊㛛 ⣙ 290 463 

  業務䛭䛾他㒊㛛 ⣙ 120 238 

  家庭㒊㛛 ⣙ 70 208 

  㐠㍺㒊㛛 ⣙ 140 224 

  䜶䝛䝹䜼䞊㌿換㒊㛛䈜䠎 ⣙ 60 106 

 㠀䜶䝛䝹䜼䞊㉳源二㓟化炭⣲ ⣙ 70.0 82.3 

 䝯䝍䞁 ⣙ 26.7 30.0 

 一㓟化二❅⣲ ⣙ 17.8 21.4 

 代替䝣䝻䞁➼䠐䜺䝇䈜䠏 ⣙ 21.8 39.1 

  䝝䜲䝗䝻䝣䝹䜸䝻䜹䞊䝪䞁䠄HFCs䠅 ⣙ 14.5 32.1 

 䝟䞊䝣䝹䜸䝻䜹䞊䝪䞁䠄PFCs䠅 ⣙ 4.2 3.3 

 六䜅䛳化◲㯤䠄SF6䠅 ⣙ 2.7 2.1 

 三䜅䛳化❅⣲䠄NF3䠅 ⣙ 0.5 1.6 

 温室効果䜺䝇吸収源 ⣙䕦48 㸫 

 

二国㛫䜽䝺䝆䝑䝖制度䠄JCM䠅 

官民㐃携䛷2030年度䜎䛷䛾⣼✚䛷䚸䠍億 t-CO2

⛬度䛾国㝿ⓗ䛺排出削減䞉吸収㔞䜢┠指䛩䚹我

䛜国䛸䛧䛶⋓得䛧䛯䜽䝺䝆䝑䝖䜢我䛜国䛾 NDC

㐩成䛾䛯䜑䛻㐺切䛻䜹䜴䞁䝖䛩䜛䚹 
 14 
䈜䠍 ┠標䠄䜶䝛䝹䜼䞊㉳源二㓟化炭⣲䛾各㒊㛛䛿┠安䠅䛾値䚹 15 
䈜䠎 㟁気熱㓄分⤫ィㄗ差䜢㝖䛟䚹䛭䛾䛯䜑䚸各㒊㛛䛾実⦼䛾合ィ䛸䜶䝛䝹䜼䞊㉳源二㓟化炭⣲䛾排出㔞䛿一⮴䛧䛺䛔䚹 16 
䈜䠏 HFCs䚸PFCs䚸SF6䚸NF3䛾䠐✀㢮䛾温室効果䜺䝇䛻䛴䛔䛶䛿暦年値䚹 17 

㸦別紙㸧 

排出量・吸収量など[百万トン]

1990 2013 2019 2030
2030年

2013年比
温室効果ガス排出＋吸収

＋クレジット
1275 1408 1212 760 ▲46%

温室効果ガス排出 1275 1408 1212 815 ▲42%

エネルギー起源CO2 1068 1235 1029 680 ▲45%

その他の温室効果ガス 207 173 183 136 ▲21%

森林吸収など 0 -48 (3%分)

二国間クレジット 0 (-10) (1%分)

温室効果ガスなど46%削減についての内訳

地球温暖化対策計画案、2030年温室効果ガス削減(2013年比)内訳

地球温暖化対策計画案
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まとめ
次期エネルギー基本計画について

• 2030年46%削減目標(13年比)、2050年排出実質ゼロを意識。

• 今の業種・企業・今の施設を重視している。2050年にも化石燃料も使い
（国産エネルギーにならない。化石燃料輸入費も継続)、石炭も原子力も
利用

• 技術開発を重視、2030年の対策でも重視。ただ、温暖化対策はここ10年の
対策が極めて重要で10年で導入まで進むことが重要。

• 今後、どのような将来社会を選ぶか議論していく必要。

• パブリックコメントは今後実施。その後も政策を点検。

• エネルギーは国任せ、供給大手企業独占ではない。地域ではより大胆でか
つ地域諸課題解決と横断的な政策を住民・地域主体が提案し進めていく。
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今後のスケジュール

• まもなく？、8月末頃までにパブリックコメント開始。

• 期間はおそらく1ヶ月で9月末か10月はじめまで。

• その後集約、最終的に閣議決定。

• 11月に英国グラスゴーで気候変動枠組条約締約国会議が開催される。国の
目標などまとめて条約に出す予定。
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生産量、床面積、輸送量想定

• エネルギー基本計画案に示されている生産量、床面積、輸送量

55

2030年に2013年
⽐

2030年に2013年
⽐

粗鋼⽣産量 -19% 業務延床⾯積 +6%
エチレン⽣産量 -16% 世帯数 +4%
セメント⽣産量 -11% 旅客輸送量 -2%
紙板紙⽣産量 -19% 貨物輸送量 -1%

• 前回は鉄鋼や貨物輸送が大幅に拡大する想定をしていたが、現実にあわせ
るようになった。
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新しい⾔葉

化⽯燃料消費継続

化⽯燃料消費継続

資源エネルギー庁「エネルギー基本計
画素案概要」、総合資源エネルギー調
査会基本政策分科会第48回資料3

技術開発
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᪥ᮏの一ḟエネルギー供⤥㔞㸦2050ᖺ㸧

注䠍䠅一次䜶䝛䝹䜼䞊換⟬䛿IEA⤫ィ䛻‽䛨䛶䛔䜛䚹䝞䜲䜸䝬䝇以外䛾再䜶䝛䠖1 TWh=0.086 Mtoe䚸原子力䠖1TWh=0.086㾂0.33 Mtoe
注䠎䠅 CCS䛺䛧䛾化▼⇞料䛿䚸㈇排出技⾡䛷䜸䝣䝉䝑䝖䛥䜜䛶䛚䜚䚸䜹䞊䝪䞁䝙䝳䞊䝖䝷䝹化▼⇞料䛸䛺䛳䛶䛔䜛䚹

9 䕦100%䛾䛔䛪䜜䛾䝅䝘䝸䜸䛻䛚䛔䛶䜒䚸┦当㔞䛾水⣲䞉䜰䞁䝰䝙䜰䞉合成⇞料䛾㍺入䛜ぢ䜙䜜䜛䚹

䕦100%䝅䝘䝸䜸䛷䛿
䛩䜉䛶NETs䛷䡱䢈䡺䡫䢀

審議会での2050年試算例

→試算者が前提にしている

RITE秋元・佐野「2050年カーボン
ニュートラルのシナリオ分析(中間報
告)」、総合資源エネルギー調査会基本政
策分科会第43回
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審議会での2050年試算例

→再エネ極⼤(再エネ100%)ケースは電気だけ再エネ100%
で、熱利⽤と運輸燃料では化⽯燃料を使う。

RITE秋元・佐野「2050年カーボン
ニュートラルのシナリオ分析(中間報
告)」、総合資源エネルギー調査会基本政
策分科会第43回
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2019ফق ܒ ਠষ৯ఏك 2030ফ嵇崫崗崡
ك৙ੱ৓峔ৄৢ峁ق

੄崐崵 1,655ਐklق ܒ 5,030ਐklك ৺6,200ਐkl
ك৺35,000ਐkl؟੄崐崵৐峘ਈી଎ાق

ਗ਼౺ଡਛ
Ⓨ㟁㟁ຊ㔞䠖
10,650൨kWh

э
⣙9,300~9,400
൨kWh⛬ᗘ

ગ崐崵 䠄18% э 22~24%䠅 38٫ع36

਷ಞ嵣崊嵛嵊崳崊 䠄 0% 䋻 0%䠅 1٫

ਉ৕ৡ 䠄 6% э 20~22%䠅 22٫ع20

LNG 䠄37% э 27%䠅 20٫

લຍ 䠄32% э 26%䠅 19٫

લఅಉ 䠄 7% э 3%䠅 2٫

ق ٔ శ崐崵嵓崖嵤କ౺崔崡嵣ลઽ౺ ঱੶峒৊ಉ峘ਬ঱岼 ك

ആ஼஍ટ崔崡చ੖સ় 䠄 14% э 26%䠅 46٫
ಌ峕50%峘ৈ峩峼৯੐峃

2030ফ峕岴岻峵崐崵嵓崖嵤೽ஔ峘ৄৢ峁峘嵅崌嵛崰⋇ ਯக峙৸峐ྫ৒க峑岬峴岝০৏૗৿峁੭峵岞پ

⽕⼒発電
前回より縮⼩だが
⼤きな割合
⽯炭も⼤きな割合

エネルギー全体
約18%省エネ
前回は約14%

電⼒
約10%省エネ
(前回は減らない想定)

資源エネルギー庁「エネルギー基本計
画素案概要」、総合資源エネルギー調
査会基本政策分科会第48回資料3

原⼦⼒割合維持
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z ৙ੱ৓峔ৄৢ峁岶ৰਠ峁峉ৃ়峘3E

¾ 崐崵嵓崖嵤峘਍৒୹ஔ(Energy Security)

崐崵嵓崖嵤ঽஔ૨(*1) ܒ ৺30%ங২قਠষ嵇崫崗崡؟໪峗25%ங২ك

¾ ୭୆峢峘ి়(Environment)

ആ஼஍ટ崔崡చ੖৯ఏ峘岰峋崐崵嵓崖嵤କ౺CO2峘చ੖સ় ܒ ৺45%ங২قਠষ嵇崫崗崡ك%25؟

¾ ৽ੋ஍૨ਙ(Economic Efficiency)

⋇崛崡崰岶଩ৣ峁峉ગ崐崵峘଑োఁপ峮⋈IEA峘ৄৢ峁ৢ峴峕৲લ೤મ峘੼ત଩ৣ(*2)岶ৰਠ峁峉
ৃ়峘ਗ਼ৡ崛崡崰

ܒ ਗ਼ৡ崛崡崰৸৬ ৺8.6~8.8ூ৞ங২ (3*)ك9.5ூ৞~9.2؟ਠষ嵇崫崗崡ق

kWhਊ峉峴 ৺9.9~10.2৞/kWhங২ (4*)ك9.7৞/kWh~9.4؟ਠষ嵇崫崗崡ق

*1 ৱ౺ঽஔ૨峕ਸ岲岝崝崿嵑崌崩崏嵤嵛峘র峑崛崊ૼ୒峼ঽব峑ન৳峁岝峇峘୓ৗ峼਼ੀ峘র峑嵒嵤崱峃峵岣ૼ୒ঽஔ૨岤قব
৔峘崐崵嵓崖嵤଎ા峕ৌ峁峐岝ঽবૼ୒峑༱岲峐岮峵崐崵嵓崖嵤୹ஔ峘ங২ك峼਱঱岿峅峵岽峒峬੎ਏ峑岬峵岞

*2  ਼ੀ਒ষ峮قڶھں৪ব崐崵嵓崖嵤ੲਾଂك峙岝ઉ੺峘ৄৢ峁峕岴岮峐岝৲લ೤મ峘੼ત岶঱ಊ峃峵峒ৄ੢峽峑岮峵岞
*3 FITେ਄ા৷৺5.86عூ৞岝೤મા৺2.5ூ৞岝௺ଁ਍৒৲ા৷৺0.3ூ৞قঽே૗৿ગ崐崵峘଑ো峕ൣ岰ౌৡ

৅ਗ਼峘೸஍૨଩ৣ峕峲峵௤ଷપٔକ৿೿ૃ崛崡崰峘峩岞ৰ੠峘௺ଁ峘૖੯峕峲峍峐ੜਸ峃峵૭ચਙ岶岬峵岞ك
*4 岣ਗ਼ৡ崛崡崰岤÷岣৅ਗ਼ਗ਼ৡ୤岵峳ଛਗ਼峕峲峵嵕崡ಉ峼௾岮峉ਗ਼ৡ೽ਏ୤岤峕峲峴ਃ༊৓峕઴ল岞ਗ਼ਞમস峒峙౮峔峵岞ৰ੠

峘ਗ਼ਞમস峙岝౏ଛમস峔峓峬அ峨島岝峨峉岝ਗ਼౺峘༎௮૾ய岝೤મ੼ત岝ਗ਼ৡ೽ਏ峕峲峍峐প岷岹ంక岿島峵峉峫ਫન
峔੒೾峙൑୔岞

2030ফ峕岴岻峵崐崵嵓崖嵤೽ஔ峘ৄৢ峁峘嵅崌嵛崰⋈ ਯக峙৸峐ྫ৒க峑岬峴岝০৏૗৿峁੭峵岞پ

新しい⾔葉

資源エネルギー庁「エネル
ギー基本計画素案概要」、総
合資源エネルギー調査会基本
政策分科会第48回資料3
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2025年に断熱基準
の規制化(300m2未満
新築)が決まったところ。
ZEH(ゼロエミッション
住宅)、ZEB(ゼロエミッ
ションビル)規制化はい
まのところない
(なお欧州断熱規制は日
本のゼロエミッション
住宅より遙かに厳しい)

ハイブリッド車含む

61
資源エネルギー庁「エネル
ギー基本計画素案概要」、
総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会第48回資料3



z S+3E峼প৐઀峕岝ગ崐崵峘਌ৡਗ਼౺৲峼ජೲ峁岝ગ崐崵峕ਈર੔峘ਉಋ峑਄峴ੌ峩岝বড়଀૿峘೪਑峒৉ୠ峒峘
ુে峼௕峴峔岶峳ਈপ଒峘଑ো峼യ峃岞
岧఻৬৓峔਄ੌ岨
¾ ৉ୠ峒ુে峃峵஄峑峘ి৉ન৳

峕峲峵୬഻୾嵣ಮ঱௯ৡ峘଑োఁك嵅崠崮崋崾崦嵤崳嵛崘ق੝ਫആৌ১峕੦峏岹ગ崐崵യਤયୠ峘ਝ৒ڀ
প岝ગ崐崵ਲୠਹ৷১峕੦峏岹ஞ঱௯ৡ峘੧੯஄ਛਸச峔峓峕਄峴ੌ峪岞

¾ হ঵ૠ൅峘ਘ৲
୬഻୾৅ਗ਼峕્৲峁峉ૼ୒੦૆峘ାৰ峔෋ষ岝৵஑ਗ਼౺峘হ௛ਾઔ峘ਘ৲ಉ峕峲峵਍৸ৌੁਘ৲岝৉ڀ
ୠુে峼৞ෟ峕峃峵峉峫峘૖୻ੁ৒峘੍ର峔峓峕਄峴ੌ峪岞

¾ 崛崡崰଩੖嵣৘ৃ峢峘ଁ়
FITҩFIP਑২峕岴岻峵োై਑২峘ણ৷峮রশ਋৓峔੼ત৯ఏ峘ਝ৒岝৅ਗ਼হ঵঻岶৘ৃ峑ঽ峳ਲ਼ਗ਼峁ڀ
৘ৃ৴৿峘崿嵔嵇崊嵈峼ਭ岻਄峵FIP਑২峕峲峴ગ崐崵峘৘ৃ峢峘ଁ়峕਄峴ੌ峪岞

¾ ௺ଁ਑৺峘๞സ
৴௺଍ಉ峘੦ୌ௺ଁ峼嵆崡崧嵤崿嵑嵛峕峲峴岣崿崫崟嵍஑岤峑ੜਘ峃峵峒峒峬峕岝崶嵛崽崉嵤嵈஑மਢ峼嵕嵤崓ڀ
嵓௺ଁ峨峑ఁপ岞ગ崐崵岶લຍౌৡಉ峲峴ર੔৓峕੦ୌ௺ଁ峼ਹ৷峑岷峵峲岰峕岝௺ଁਹ৷嵓嵤嵓峘ৄઉ
峁峔峓峕਄峴ੌ峪岞

¾ ૠ਑峘়৶৲
௯ৡ৅ਗ਼峘଑ো৞ෟ৲峕਱岻崊崣崡峘ిਫ৲岝৉೸峘଑োఁপ峕਱岻ঽேਁୱ১嵣ആ೎১嵣஌௔১峘ڀ
ૠ਑峘ઈ৷峘ৄઉ峁峔峓峕਄峴ੌ峪岞

¾ ૼ୒৫৅峘௓ਤ
૦੟峘෢એ岝ਘ২峘ൠ岮ોஉ峕峬ਝ઼૭ચ峔ઃ਼৻୬഻ਗ਼౱峘ଢ଼஢৫৅嵣঺ভৰಎ峼ਸச岝೟৬ૄ峘ڀ
ਏಞૼ୒৫৅峼ਸச岝தಏੀ৉೸ৱ౺峘ણ৷峕਱岻峉প஥২໧చૼ୒峘৫৅峔峓峕਄峴ੌ峪岞 7

2030ফ峕਱岻峉৆ੁৌૢ峘嵅崌嵛崰 岧ગে૭ચ崐崵嵓崖嵤岨

62
資源エネルギー庁「エネル
ギー基本計画素案概要」、
総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会第48回資料3



৙ੱ৓਷૆峼அ峫峉2030ফગ崐崵଑োৄ੢୤
z ગ崐崵଑ো୤峕峎岮峐峙岝ଌৣ峘଑ো૾ய峮ੳ৒૾ய峼౷峨岲峎峎岝૚੄峘઱ੁਘ৲峕峲峵ਈপ଒峘ৗૠ੧

੯஄ਛ峼ৄ੢峪岽峒峕峲峴岝3,126੏kWh峘ৰਠ峼৯੐峃岞
z 峇峘঱峑岝2030ফ২峘ആ஼஍ટ崔崡46%చ੖峕਱岻峐峙岝峬岰঳஺峘઱ੁਘ৲ಉ峕਄峴ੌ峪岽峒峒峁岝峇峘઱

ੁਘ৲ಉ峘஍ટ岶ৰਠ峁峉ৃ়峘৙ੱ৓峔峬峘峒峁峐岝200400ع੏kWh峘୯ਸ଑ো峼ৄ੢峩岝়ੑ৺
ك岧岨৔峙রੱ峒峔峍峐઱ੁ峘ਫ਼ୈ峼ਤ峫峵੄ૂق峘ગ崐崵଑ো峼৯੐峃岞ك%38-36ق3,500੏kWhع3,300
⋇ ௺ଁੜਘಉ峼ৢ峂峉௯ৡ峘଑োఁপ 岧৽ੋਓ঵੄岨
⋈ ৗണક୧峘ZEH৯ఏ୸ਛ峕਱岻峉৆ੁਘ৲ 岧৽ੋਓ঵੄岝বଅઐৢ੄岝୭୆੄岨
⋉ ৉ୠુে஑ગ崐崵଑ো峘௓ਤ 岧୭୆੄嵣஗௔਷ਓ੄岨
⋊ ড়৑੫঵峕峲峵ঽੇ଎ાയਤ 岧୭୆੄岨
⋋ ৉೸嵣਷ৡಉ峕岴岻峵ਠষ嵇崫崗崡峘୸ਛ峕਱岻峉઱ੁਘ৲ ಉپ঱੶ਰਗ峘઱ੁ峕峎岮峐峬ਫ਼ୈর岞峨峉岝200-400੏kWh峘଻શ峘઱ੁ஍ટ峘৔๨峙ಖਪর岞

z 峔岴岝岽峘਷૆峙岝崕嵋崫崿峑峙峔岹岝০৏岝ਠৎਡ峑୳৒峑岷峔岮峲岰峔਄ੌ岶ਤ峩岝ଫ਋峕岽島峳峘਷૆峕ง
୸峁岝ગে૭ચ崐崵嵓崖嵤峘଑ো୤岶ੜ岲峵ৃ়峕峙岝ಌ峔峵ৈ峩峼৯੐峃岞

GW(੏kWh) ౑ৡಲਢ ৆ੁਘ৲ ৙ੱ৓਷૆ ়ੑ ਠষ嵇崫崗崡਷૆

୬഻୾ 87.6GWك1,090ق 100.0GWك1,244ق

(400ங২ع200) (3,500ங২ع3,300)

��*:������

ಮ঱௯ৡ 13.3GWك253ق 15.9GWك302ق ���*:������

ஞ঱௯ৡ 1.7GWك49ق 3.7GWك107ق ك22ق�:*���

৉೸ 0.7GW(30) 1.5GWك68ق 1.4-1.6GW
(102-113)

਷ৡ 50.7GWك854ق 50.7GWك934ق 48.5-49.3GW
(939-981)

崸崌崒嵆崡 7.2GWك431ق 8.0GWك471ق 6-7GW
(394-490)

৅ਗ਼ਗ਼ৡ୤
ك੏kWhق 2,707੏kWh 3,126੏kWh 400੏kWhங২ع200 3,500ع3,300

੏kWhங২
2,366~2,515

੏kWh 42

ਯக峙৸峐ྫ৒க峑岬峴岝০৏૗৿峁੭峵岞پ
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৅ਗ਼ਗ਼ৡ୤嵣ਗ਼౺ଡਛ

[੏kWh] ৅ਗ਼ਗ਼ৡ୤ ਗ਼౺ଡਛ

લఅಉ ৺200ங২ ৺2%ங২

લຍ ৺1,800ங২ ৺19%ங২

ڼۃہ ৺1,900ங২ ৺20%ங২

ਉ৕ৡ ৺1,9002,000عங২ ৺20~22%ங২

ગ崐崵 ৺3,300~3,500ங২ ৺36~38%ங২

਷ಞ嵣崊嵛嵊崳崊 ৺90ங২ ৺1%ங২

়ੑ ৺9,300~9,400ங২ 100%

2030ফ২峘৅ਗ਼ਗ਼ৡ୤嵣ਗ਼౺ଡਛ

ગ崐崵峘岰峋
୬഻୾؟৺15٫ங২岝௯ৡ؟৺6٫ங২岝৉೸؟৺1٫ங২岝਷ৡ؟৺10٫ங২岝崸崌崒嵆崡؟৺5٫ங২

ਯக峙৸峐ྫ৒க峑岬峴岝০৏૗৿峁੭峵岞پ
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再稼働10基
関電：美浜(60年)、⼤飯2基、⾼浜2基、
四国：伊⽅
九州：⽞海2基、川内2基
許可&⽴地県市町村合意済み3基
東北：⼥川
関電：⾼浜2基(60年)
許可3基
⽇本原電東海第⼆
東京電⼒：柏崎刈⽻2基
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